	都市
	回答内容

	札幌市
	①　インターネットによる情報公開請求の受付
請求者の負担軽減のため、インターネットによる公文書公開請求を受付けています。平成19年４月からは出資団体等情報公開申出及び指定管理者情報公開申出についてもインターネットによる申出の受付をはじめています。
②　情報提供への切替え
過去に反復して情報公開請求がなされている文書で、内容が定型的なものについては、より簡易な手続きで所管課から直接、短期間で写し等の交付が受けられるよう、情報公開とは別の簡便な情報提供方法に切替えを図っています。
主な例として次のような文書があります。
・建築計画概要書
・開発許可に係る公共施設台帳
・保健所所管営業施設情報
③　市政刊行物コーナーへの資料の配架
　市民からの情報公開の要望が強く、複数回の請求実績がある資料については、市政刊行物コーナーに配架することで、より多くの市民が気軽に閲覧することができるようにしています。
　主な例としては次のような資料があります。
・公の施設の指定管理者に係る協定書や事業報告書
・教科書選定委員会における会議録
④　その他
　情報公開請求を行わなくても提供などができる情報については、市民が必要とする情報を容易かつ迅速に入手できるよう、情報公開の手続きを経ずに、直接、所管課が保有する情報を提供したり、分かりやすい説明資料等を作成したりするなどの対応をとるように働きかけを行なっています。

	旭川市
	

	函館市
	　

	青森市
	　

	秋田市
	　

	仙台市
	該当なし

	いわき市
	　

	郡山市
	該当なし

	福島市
	　

	宇都宮市
	宇都宮市情報提供の推進に関する運用方針に基づく情報提供

⑴　目的

市民の関心の高い情報については，昨年８月に策定した「宇都宮市情報提供の推進に関する運用方針」に基づき，情報公開請求を待たずに公表することに努め，行政運営の透明性の向上を図るとともに，市民との情報の共有化を推進する。
⑵　運用方針

別添ファイルのとおり

⑶　手法

市民の関心の高い情報，市民にとって役立つ情報を情報公開請求や市民相談案件の中から選定し，ホームページ上に公表している。

★別紙運用方針あり

	川越市
	　

	さいたま市
	　

	千葉市
	　

	船橋市
	・市議会政務調査費の収支報告書及び領収書については、船橋市議会政務調査費の交付に関する条例（平成13年3月30日条例第1号）で閲覧に関する規定を設け、船橋市情報公開条例によらず閲覧できるよう制度化されています。
船橋市議会政務調査費の交付に関する条例第9条第2項　議長は、前項の収支報告書及び領収書を閲覧に供するものとする。
・開示された公文書は、船橋市情報公開条例（平成14年3月29日条例第7号）第28条に基づき、担当課の窓口でいつでも閲覧可能です。
船橋市情報公開条例第28条　実施機関は、開示決定に基づき開示された公文書を市民に公表することができる。公表する公文書及びその方法、期間等は、実施機関が別に定める。

	川崎市
	該当なし

	相模原市
	　

	横須賀市
	　

	横浜市
	該当なし

	新潟市
	（1） 行政計画の開示　
　　　　　現在効力を有する行政計画について，ホームページで開示することとし，意思決定の結果のみでなく，何故その結論に至ったのかという過程をお知らせするために，そのバックデータも極力電子化に努めている。
（2） マニフェスト掲載事業の取り組み状況の開示
　　　　　マニフェストに掲載している事業について，その取り組み状況をホームページ等で開示している。また，各区，部における組織目標を設定し，その取り組みに対して評価を実施することとし，これらの情報についても市政情報室での閲覧及びホームページで開示している。
（3） 附属機関等の会議概要のホームページでの開示
　　　　　附属機関等の会議録（非公開の会議にあっては会議概要）を市政情報室での閲覧及びホームページで開示している。
（4） 政策決定等における中間段階の案の市民意見提出手続の実施
　　　　　市政全般，各行政分野における基本方針，制度や審査基準，処分基準等を策定する場合には，必ず市民意見提出手続（パブリックコメント）を経なければならないものとしており，これらについても市政情報室での閲覧及びホームページ上で開示している。
　上記（１）から（４）については，市ホームページの市政情報の各項目における一覧に概要を掲載するとともに，各担当課のページにて詳細が閲覧できるようにしています。
１　口頭での即日公開

２　開示に際してのカメラ撮影

	富山市
	　

	長野市
	　

	岐阜市
	(1)　公文書公開請求の手段として、窓口、郵送及びＦＡＸによる請求のほか電子メールによる請求を認めている。
(2)　公文書の複写に係る実費手数料の納付方法を、定額小為替による納付及び納付書による納付のうち請求者の希望する方法によることを認めている。また、納付書による場合、納付した者が納付書の写し等の提示により当該納付した事実を明らかにすることができれば、本市の会計システムにおいて納付の確認をする前であっても、速やかに公文書の写しを送付するという運用をしている。

	金沢市
	　

	静岡市
	①「静岡市情報公開及び個人情報保護の総合的な推進に関する条例」を制定し、情報公開制度のさらなる推進を図った。具体的な取り組みについては、検討・準備中である。
②政務調査費について各区役所市政情報コーナーに配架し、自由閲覧及び複写（コインコピー機）できる。
③市長交際費及び議長交際費の執行状況について、毎月、市のホームページで公開している。
④附属機関について、その一覧、委員名簿及び会議録を市のホームページで公開している。
⑤公開請求が多いものについては、要綱等を定めるなど情報公開請求の手続きによることなく、所管課での情報提供に切り替え、より容易に情報が入手できるようにしている。
⑥請負契約及び委託契約等の入札執行結果については、公開請求によることなく公開している（要綱上、翌年度末まで）。

	浜松市
	　

	岡崎市
	１　各部長の顔写真とともに各部の経営方針の公表
　　市長の顔写真プロフィールをHPに載せている自治体は多いですが、部長の顔写真までHPに載せている自治体は、かなり少ないかと思います。市においては、市民が参加する各種行事や会議に部長が出席する機会が多く、また、市政の目指す方針を各部の「経営方針」という形できめ細かく市民に伝える意味から、このような取り組みを行なっています。
２　入札契約情報の公表
　　入札結果についてHPで公表している自治体は多いですが、落札業者・落札金額のみでなく、予定価格、入札に参加したすべての業者の業者名・入札金額をHPで公表しています。
　　さらに、本市では、あわせて、落札率も一目でわかるように数値で記載しております。
３　報道発表資料の公表
　　市政記者クラブにて報道発表した資料は、当日の16時にHPに登載しております。なお、16時以降に発表した場合は、随時速やかにHPに登載しております。
　　また、報道発表資料は、市民に関心があると思われる情報を多く提供しております。報道発表件数は、他の自治体に比べかなり多いと思います。
４　統計情報の公表
　　各課ごとに保有する統計情報を各課のHPに登載するのではなく、「統計ポータルサイト」のページから、分野別、調査別、五十音別、課別のそれぞれから検索し、各種統計情報が容易に入手できるようにしてあります。
以上が、主なものです。いずれも市のHPのトップページからすぐに入れるようになっております。

	豊田市
	　

	豊橋市
	　

	名古屋市
	１　議会に関する各委員会の配付資料について、市民情報センターに配架し閲覧・写しをとることが可能となっています。
２　名古屋市教員採用選考試験の問題について、市民情報センターに配架し閲覧・写しをとることが可能となっています。
３　固定資産税路線価図、修正率をウェブサイトで公開しております。
４　名古屋市民の生活に関係が深い名古屋市の要綱・要領について、市民情報センターに配架し閲覧・写しをとることが可能となっています。
５　実施機関が行っている個人情報の取扱いの状況を明らかにするために、個人情報保護条例第6条に基づき、本市の実施機関から個人情報を取り扱う事務(個人情報取扱事務)について市長に届け出られたものをまとめた、個人情報取扱事務目録をウェブ上において公開しております。

	京都市
	制度の名称（所管課）

制度の概要

１　広告事業における広告募集情報のメール配信

（理財局財務部主計課）

各種封筒や冊子，パンフレット，本市施設の壁面等，あらゆる媒体を広告掲載に活用する事業を実施しており，事前に登録いただいた事業者を対象に，広告掲載の募集情報を，メールで配信している。

２　職員採用試験の申込状況の公表

（人事委員会事務局任用課）

職員採用試験の受験者への情報提供のため，試験の申込者数を毎日更新し，インターネットで公表している。

１　外郭団体の経営状況等の公表

（総務局総務部行政改革課）

地方自治法での議会への報告義務の対象となっていない法人も含めたすべての外郭団体（原則25％以上出資法人（社会福祉法人を含む。））について、経営状況のほか法人の概要、本市の財政支出の状況等を掲載した報告者（「法人の経営状況を説明する書類」）を議会に提出し、インターネットで公表している。

２　事務事業評価結果のインターネット検索システム

（総務局総務部行政改革課）

本市では原則すべての事業（約1,300事業）について、事務事業評価を実施し、結果を公表しているが、インターネット上で検索システムを導入し、事務事業名や評価票の種類など、複数の条件を指定して評価結果を検索することができるようにしている。

３　京都市オリジナル辞書の公開

（総務局総務部行政改革課）

職員の文書作成の効率化のために作成したパソコン文字入力用ファイル「京都市オリジナル辞書」（京都市の地名、法令用語などを単語登録している。）をインターネットで公開し、市民も利用できるようにしている。



	奈良市
	該当なし

	大阪市
	＜市民にとって高い利便性をもつと思われる制度・運用＞
○　インターネット（大阪市ホームページから）、ファクシミリ及び郵送による公開請求の受付
　　市民の利便性を考慮し、窓口での公開請求の受付のほか、何時・何処からでも公開請求ができるよう、インターネット（大阪市電子申請システム）、ファクシミリ及び郵送による公開請求の受付を実施している。
○　既公開文書（公開決定に基づいて公開を実施した公文書と同一の公文書）に関する迅速な対応

　　過去に既に請求に基づいて公開を行った公文書については、再び請求があれば、条例上の公開請求の手続を行わずに、速やかに閲覧又は写しの交付をすることとしている。

（条例第32条第３項）
○　既公開文書等の目録の閲覧

　　過去にどのような既公開文書等があるのかを市民が容易に知ることができるよう、既公開文書等の目録を作成し、大阪市ホームページなどでも公表している。
○　公開請求内容及び処理状況の公表

　　過去にどのような公開請求があったのかを市民が容易に知ることができるよう、公開請求内容及び処理状況を大阪市ホームページで公表している。

○　インターネット（大阪市ホームページ）での公文書目録の公表

　　市民が公開請求をするに当たっての一助となるよう、大阪市ホームページにおいて、大阪市で管理している公文書の目録と公文書を綴った簿冊の目録等を公表している（公文書検索システム）。
○　郵送による公文書の写しの送付

　　市民の利便性を考慮し、公文書の写しを郵送希望された市民には、郵送による公文書の写しの交付を実施している。

○　金融機関及び郵便局のＡＴＭやインターネットバンキング等での公文書の写し及び郵送費用の納付
　　市民が公文書の写しを郵送希望された場合、市民の利便性を考慮し、公文書の写しの作成に要する費用及び当該写しの郵送に要する費用（切手の額面）の納付を金融機関及び郵便局の「Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）」に対応しているＡＴＭ、インターネットバンキング及びモバイルバンキング（携帯電話）等を利用して支払いができることとしている。
○　大阪市情報公開審査会の答申概要、「大阪市情報公開条例　解釈・運用の手引き」の掲載並びに情報公開推進のための指針の公表
　　大阪市ホームページにおいて、大阪市情報公開審査会の答申内容を市民に分かりやすくまとめた概要を掲載するとともに、条例逐条解説書である「大阪市情報公開条例　解釈・運用の手引き」や職員用の「情報公開のための指針― 事例から学ぶ公開のためのチェックポイント ―」（大阪市情報公開審査会の答申等によって「公開すべき」と判断された事例等をわかりやすく分析・解説したもの）を掲載するなど、市民が公開請求した際の一助となるよう努めている。
○　積極的な情報提供

市民の情報収集の便宜を図るため、大阪市ホームページや市役所１階・行政資料センターで以下の資料などの情報提供を行っている。

（大阪市ホームページでの掲載情報）

　　・都市経営会議など市長や局のトップが意思決定を行う会議の内容
　　・各審議会の審議内容
　　・団体との協議や要望の内容
　　・予算の編成過程
　　・市交際費の支出額や支出相手方氏名などの執行状況
　　・職員に対する懲戒処分の事案の概要
　　・物品の買入契約に係る入札予定価格
　　・パブリック・コメント実施状況
・業務委託契約に係る入札情報
　　・公の施設の指定管理者の選定過程
・大阪市の補助金に関する情報

（所管、支出名称、支出先、決算額、交付目的等）

・未利用地情報

・労使交渉状況

（職員団体及び労働組合との交渉事項、交渉スケジュール、交渉内容）

　　　　・外部委員の報酬単価

　　　　・市政改革本部情報公開プロジェクトチームでの検討項目及び検討内容の要旨

　　　　・公文書を編集した簿冊の名称、編集年度が記録されている簿冊目録

・行政刊行物目録

                                                  　　　　　　　　　　など

（市役所１階・行政資料センターでの配架資料）

　　・報道発表プレス資料
　　・パブリック・コメント実施状況
　　・入札経過調書・入札結果
　　・規則等を定める際の意見公募
　　・大阪市審議会等会議録
　　・各区広報紙
　　・大阪市公報
　　・出資等法人に関する資料（約130団体）
　　・教員採用試験問題

　　・市政改革本部情報公開プロジェクトチームでの検討項目及び検討内容の要旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

○　情報の提供に関する実施機関の責務を条文化

　　　実施機関の責務①：市民が請求を行うことなく市政に関する情報を容易に得られるよう、本市の長期計画、重要な基本計画等、市長が定めるものの公表を行うものとする。（条例第32条第１項）
　　　　              　※　市長が定めるものとは、
　　　　　　　　　　　　　　　(1) 本市の長期計画、重要基本計画

　　　　　　　　　　　　　　　(2) 附属機関等が行う重要な答申、提言等報告

              　　　　　　　　(3) 前号報告前の中間段階の案

　　　　　　　　　　　　　　　(4) その他　　　　　　　　　　　

   （施行規則第13条）

　　　実施機関の責務②：全部又は一部非公開決定を行う場合も、非公開情報を公開しない方法で必要な情報の提供を行うものとする。（条例第32条第２項）
　　　　　　　　　　　　※　例えば、当該情報が個人情報に該当し非公開となる場合でも、請求の趣旨がその全体的な傾向を把握したいとのことであれば、公開が可能な全体数や種別等の数値を集計し、情報提供する。
○　情報の提供に関する職員の責務を条文化

　　　職員の責務：市民が必要とする情報が的確に提供されるよう、意を用いなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（条例第31条第２項）

　　　　　　　　　※　市民がどんな情報を必要としているのか、市民の要望内容の把握に努め、できるだけ要望内容に沿った情報提供に最大限努力しなければならない。

○　地方三公社の実施機関化を条文で定める
　　大阪市住宅供給公社、大阪市道路公社及び大阪市土地開発公社の地方三公社を条例に定める実施機関に加えている。（条例第２条）

○　出資等法人等における積極的な情報公開の推進を条文化
　　情報公開制度を設けている出資等法人（本市が２分の１以上を出資している法人）に対して、本市条例の趣旨にのっとり、積極的な情報公開の推進を図るよう指導している。

（条例第34条）

　　また、大阪市が設置する公の施設の指定管理者が保有する当該施設の管理に関する情報の公開を推進するため、指定管理者及び実施機関それぞれの責務を規定している。

（条例第34条の２）

１　請求者の視点に立った原則公開を撤廃し、実施機関が安易に非開示決定や不存在による非公開決定を行わないよう、「市長が自ら判断する仕組み」を導入している。

２　公開請求のあった文書の不存在をできるだけ防ぐため、公文書管理条例を制定し、また、公文書作成指針を策定し、周知するなど、文書の作成管理の段階からの指導を徹底している。

★別添資料アリ

	堺市
	「堺市情報提供の実施に関する要綱」を定め、公開請求の多いものや既公開文書については、情報公開請求手続によらず、所管課における情報提供に切り替え、閲覧・写しの交付を求めることができる。

	高槻市
	　

	東大阪市
	　

	和歌山市
	　

	神戸市
	附属機関（審議会）の公開情報

· 審議会配付資料等の閲覧（市政情報室）

· 平成15年10月から公開審議会の一覧を市のホームページに掲載。

· さらに、公開で審議した際に配付した資料を掲載（但し、電子化の困難なものは除く）し、より開かれた審議会運営を行っている。

（公開審議会71審議会のうち54審議会が掲載済み　H20.2.13現在）

参考：神戸市審議会HP

http://www.city.kobe.jp/cityoffice/09/021/shingikai/New.html

路線価図・地番参考図の公開

· 神戸市固定資産（土地）路線価図を平成18年4月1日～ホームページ上で公開。

http://www.city.kobe.jp/cityoffice/09/081/kobecityzei/rosenka/main_18.htm
· 神戸市固定資産（土地）地番参考図を平成19年5月8日～ホームページ上で公開。

http://www.city.kobe.jp/cityoffice/09/081/kobecityzei/kobe_web_tochi/main_tochi_sanko.htm

	姫路市
	　

	岡山市
	岡山市では、市のホームページ上で、インターネットを通じて公文書の開示請求ができ、閲覧も同様にホームページ上でできる「ｅ－情報公開室」という情報公開システムを運用しています。
岡山市の公文書について開示請求しようとする人は、岡山市のホームページ上の「ｅ－情報公開室」の「公文書目録検索・請求」のページから希望する文書を選択して開示を請求することができます。事前の登録等は必要ありません。
公文書目録は、本市の文書管理システムと連動しており、文書管理システムを利用して収受、起案した文書の件名は、自動的に公文書目録に掲載されます。
そして、請求の際に希望すれば、同じ「ｅ－情報公開室」の「公文書閲覧」ページで閲覧することができます。また、これは、請求者以外の誰でも見ることができます（ただし、文書が大量のもの、大型のものについては、窓口開示となることがあります。）。
さらに、起案の際に常時公開として指定された文書については、「ｅ－情報公開室」の「常時公開文書目録」のページで、開示請求することなく、誰でも、いつでも閲覧することができます。
この制度は、平成１５年１１月から運用を開始し、平成１５年度は３７件、１６年度は３２７件、１７年度は１１４件、１８年度は２３５件、１９年度は２月１９日現在で３３８件の請求を受けております。

	倉敷市
	開示文書や行政資料の写しの交付を原則紙で行っていますが、希望があれば、情報公開室のホームページ上の「行政資料臨時閲覧コーナー」で提供しています。

	広島市
	公文書の開示請求があった場合以外においても、積極的な情報提供に努めております。
　その詳細については、別紙のとおりです。

――――――――――――――――――――――――別　　　　紙―――――――――――――――――――――――――

＜広島市情報公開条例第２７条関係：広島市情報公開条例の解釈及び運用基準より抜粋＞
（実施機関の保有する情報の提供）
┌─────────────────────────────────────┐
│第２７条  市は，その保有する情報の公開の総合的な推進を図るため，実施機関の│
│  保有する情報が適時に，かつ，適切な方法で市民に明らかにされるよう，実施機│
│  関の保有する情報の提供に関する施策の充実に努めるものとする。            │
│２  実施機関は，開示請求を受けた場合以外の場合であっても，情報の提供を求め│
│  られたときは，これに応ずるよう努めるものとする。                        │
└─────────────────────────────────────┘
  〔解釈〕
１  第１項関係
  (1) 一般に、情報提供とは、地方公共団体の機関が自らの意思に基づき、その保有する情報を市民に提供することをいう。したがって、文書の閲覧や複写物の提供に限らず、公文書の内容を整理して再度文書化しこれを提供する方法や、口頭により情報を提供する方法などもある。
  これに対し、開示請求制度は、市民に公文書の開示を求める権利を保障し、その請求に基づく開示を地方公共団体の機関に義務付けるものであって、情報提供とは性格を異にする。
  しかし、この両者は互いに無関係なものではなく、市民の情報ニーズに対応するためには、相互に補完し合うものでなければならない。
  すなわち、開示請求制度による市民の権利の保障と地方公共団体からの情報提供としての広報の充実との一体的整備があってこそ、市民は地方公共団体の生きた行政情報に十分接することが可能になるのである。
  以上の趣旨から、実施機関に対して、情報提供に努めることを義務付けたものである。
  (2) 多数の開示請求が行われている情報については、市民からそれらを求められているという理解が必要であり、このような場合には、効率的な情報提供施策を講じることにより解決を図らなくてはならない。具体的な方法と事例については、次のとおりである。
①  公文書館閲覧室に開架する。写しの交付が可能。（２５％以上出資・出捐団体の財務諸表等、保健所の許可台帳、道路交通実態調査結果等）
②  窓口で閲覧に供する。写しを交付することについて検討する必要がある。（入札予報、建築計画概要書等）
③  その他広報パンフレットの作成、市の広報媒体の活用等
  (3) 「適切な方法」とは、視覚障害者や高齢者である市民も想定したものでなければならない。
２  第２項関係
  (1) 本項は、実施機関に対して、公文書の閲覧又は写しの交付を求められた場合は、できるだけこれに応じることを義務付けたものである。
  (2) 「開示請求を受けた場合以外の場合」とは、次のとおりである。
ア  市民等が、この条例の規定による請求手続を経ることなく、公文書の閲覧又は写しの交付を求めた場合
イ  市民等が、公文書でない文書の閲覧又は写しの交付を求めた場合
  (3) 電磁的記録の開示の実施については、技術上、事務処理上の問題等が存在する場合があり、このような場合には、支障の内容を開示請求者に説明した上で、開示の実施の方法について制限を加えている（第１４条（開示の実施）参照）。
  しかし、このような場合でも、支障の内容が新たなプログラム作成等の費用負担のみである場合には、開示請求者からの申出に応じるよう努めることとし、処理に要する費用を実費として徴収することとして、その費用の見積額を前納させるものとする。
  また、Ａ３を超える用紙への複写、点字文書への変換、写真フィルムの印画紙への複写等の場合にあっても、同様の方法で応じるものとする。

（１）条例の規定により、既に公開した情報や非公開情報に該当しないことが明らかな情報については、実施機関が積極的に情報提供する。

（２）事前協議にとどまらず、「職務権限規程（訓令）」に基づき、実施機関の非公開の決定前に情報公開担当の公文書館長に合議が義務付けられている。
（３）開示の際のデジタルカメラ等による撮影を認めている。

	下関市
	　

	高松市
	1 新年度予算において，主な重点取組事業に係る予算の作成状況を，事業課からの要望額および最終決定額を，市のホームページで公表している。(平成19年12月から)
2 すべての補助金および交付金について，その名称，当初予算額，前年度予算額，交付先を平成20年度当初予算分から，市のホームページで公表する。(平成20年4月1日予定)

	松山市
	　

	高知市
	　

	北九州市
	予算の編成過程をホームページ上に公開し、それについて意見を募集している。
（アクセス方法）
北九州市のホームページ→市役所の組織→組織別ホームページ一覧→財政局→財政課→予算編成過程の公開について

	福岡市
	１．　公開請求における参考情報の提供

　平成18年度以降に完結した公文書の件名を本市のホームページ上から閲覧可能としている。

根拠条例　　福岡市情報公開条例第42条

２．　公開決定等の迅速化

　（１）公開請求に対する公開決定等の期限は，原則，公開請求があった日の翌日から起算して７日以内（休日は除く）と規定し，決定の迅速化を図っている。

根拠条例　　　福岡市情報公開条例第12条

（２）情報公開審査会への諮問は不服申立てがあった日の翌日から起算して30日以内と規定し，また，情報公開審査会の答申が出されあと30日以内に決定しなればならないとも規定しており，決定の迅速化を図っている。

根拠条例　　 福岡市情報公開条例第20条

３．　自主的な情報の提供

　（１）実施機関は，法令等による情報公開制度の内容の充実，公表方法の整備を図るよう努めることとしている。

（２）実施機関は，条例第36条第２項各号に定める情報で保有するものを公表することとしている。（特に，複数回公開請求を受け，その都度公開した情報については，市民の利便性又は行政運営の効率化に資すると認められれば公表することを推進している。）

根拠条例　　　福岡市情報公開条例第36条

４．　出資法人の情報公開の推進

　実施機関は，市が出資する法人（以下「出資法人等」という）との間に，公開請求に係る文書の提出及び当該文書の公開決定等を円滑かつ適正に行うため協定を結び，出資法人等の保有する文書に対する公開請求があれば，協定に基づき出資法人等は市に書類を提出し，市は公開決定等を行うこととしている。

根拠条例　　 福岡市情報公開条例第39条

★別紙関係条文あり

	大分市
	　

	宮崎市
	　

	鹿児島市
	　

	熊本市
	　

	長崎市
	　

	別府市
	１　ファクシミリ・電子メールによる公開請求の受付及び公文書の写しの送付を行っています。この方法による場合、費用は無料となります。ただし、Ａ４程度の大きさで１０枚程度までに限定しています。

２　支払方法を納入通知書・郵便小為替・現金から選択できるようになっています。

３　当市ホームページにおいて、各部長の顔写真つきで「部長マニュフェスト」を公開しています。


